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1.  事業概要 

以下の通り、令和 6 年度産業経済研究委託事業（人的資本経営に関する調査及び普及啓発事業）

（以下「本事業」とする）を実施した。 

1.1  事業目的・背景 

2020年9月に「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書～人材版伊藤レポート

～」を公表して以降、人材に関する注目度がますます高まる中で、企業の中でも、人的資本に関する課

題が認識され始めている。 

まず、デジタル化や脱炭素化、コロナ禍における人々の意識の変化など、経営戦略と人材戦略の連動

を難しくする経営環境の変化が顕在化するにつれ、非財務情報の中核に位置する「人的資本」が、実際

の経営でも課題としての重みを増してきている。 また、海外では、以前から、人的資本情報の開示に向

けた機運が高まっていたが、その傾向は継続しており、IFRS(International Financial Reporting 

Standards)財団の下に設置された ISSB(International Sustainability Standards Board)に

おいて、気候変動に次ぐ新たな開示基準策定テーマの候補として人的資本が挙げられている。 国内で

も、2021 年 6 月に改訂されたコーポレートガバナンス・コードにおいて、人的資本に関する記載が盛り

込まれたほか、2022 年 8 月には内閣官房による人的資本可視化指針が策定され、2023 年 3 月期

決算以降は有価証券報告書において人的資本に関する開示項目が追加されるなど、動きは活発化して

いる。 

こうした状況の中、一橋大学 CFO 教育研究センター長伊藤邦雄氏をはじめとする計 7 名が発起人

となり、人的資本経営コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という。）の設立が呼びかけられ、2022 年

8月 25日に設立され、631会員により活動を行っている（2025年 2月 12日時点）。一方で、人的資

本に関する日本企業の取組は道半ばであり、形式的な対応とせず、投資家をはじめとするステークホル

ダーからのフィードバックを受け止めながら人的資本経営の実践と開示をブラッシュアップしていくサイ

クルを回していくことが重要である。 このためには、コンソーシアムの活動の求心力を一層高めることで、

人的資本経営の実践と開示の両面で一歩踏み込んだ、具体的な行動へとつなげることが欠かせない。 

本事業は、日本企業における人的資本経営を実践と開示の両面から促進することを目的として、コン

ソーシアムの運営業務を通じ、人的資本経営の実践に関する先進事例の共有や企業間協力に向けた議

論、国内外の人的資本に関する情報の収集・発信と普及、会員と投資家との対話の推進を行う。 

1.2  事業内容 

本事業においては、以下の内容を実施した。 

⚫ 総会の企画・運営 

⚫ 企画委員会の企画・運営 

⚫ 実践分科会の企画・運営 

⚫ 開示分科会の企画・運営 

⚫ 会員と投資家との対話の場の企画・運営 
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⚫ 会員向け調査の集計・分析 

⚫ 第 2期成果物の作成 

⚫ 実践プログラムの企画・参加会員募集 

⚫ WEBサイトの運営 

⚫ 会員向けメールマガジンの配信 

⚫ 公式 SNSでの情報発信 

⚫ 新規会員の入会申込受付 

⚫ 報告書の作成 

1.3  事業実施スケジュール 

本事業は以下のスケジュールで実施した。★は企画委員会、分科会及び対話の場の開催を意味する。 
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図 1-1 事業実施スケジュール 
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企画委員会の企画・運営 ★ ★ ★ ★ ★

実践分科会の企画・運営 ★ ★ ★

開示分科会の企画・運営 ★ ★

会員と投資家の対話の場の企画・運営 ★ ★ ★ ★ ★

第3回総会の企画・運営 開催

会員向け調査の集計・分析 実査 分析 フィードバックレポート作成・送付

第2期成果物（事例集）の作成 第3回総会で発表

実践プログラムの企画・参加会員募集 参加会員募集

WEBサイトの運営 1年間を通じて定期的に更新

会員向けメールマガジンの配信 1年間を通じて定期的に発行

公式SNSでの情報発信 4月～11月に定期的に発信

新規会員の入会申込受付 1年間を通じて入会申込を受付

報告書の作成 納品

3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
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1.4  コンソーシアムの概要 

1.4.1  コンソーシアムの概要 

本コンソーシアムの概要は、以下の通りである。 

表 1-1 コンソーシアム概要 

設立日 2022年 8月 25日 

会長 一橋大学 CFO 教育研究センター長 伊藤 邦雄氏 

発起人 
（役職名は 2024年 7月

12日時点） 

⚫ 一橋大学 CFO 教育研究センター長 伊藤 邦雄氏【発起人代
表】 

⚫ キリンホールディングス株式会社 代表取締役会長 CEO 
最高経営責任者 グループ経営責任者 磯崎 功典氏 

⚫ 株式会社リクルート 代表取締役社長 北村 吉弘氏 
⚫ SOMPO ホールディングス株式会社 元グループ CEO 

取締役代表執行役会長 櫻田 謙悟氏 
⚫ 株式会社日立製作所 取締役会長 代表執行役 東原 敏昭氏 
⚫ ソニーグループ株式会社 取締役 代表執行役 会長 CEO 

吉田 憲一郎 氏 
⚫ アセットマネジメント One株式会社 取締役社長 杉原 規之 氏 

設立時会員数 
（2022年 8月 25日時点） 

320 

会員数 
（2025年 2月 12日時点） 

631 

1.4.2  構成と活動概要 

本コンソーシアムの構成と活動概要は、以下の通りである。 

本コンソーシアムは、①総会、②企画委員会、③実践分科会、④開示分科会、⑤会員と投資家の対話

の場によって構成される。 

 
図 1-2 コンソーシアムの構成 

コンソーシアムの構成

開示に関する先進
事例を共有し、効
果的な開示の在り
方を議論。

総会

企画委員会

実践分科会 開示分科会

会員と投資家との
対話の場

会員と投資家が人的
資本について対話。

各分科会及び対話の
活動計画を議論。

実践に関する先進
事例の共有や企業
間協力等に向けて
議論。

企画委員会、各分科会、
及び対話の活動状況を
報告、活動計画の発表。
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各活動の概要は、以下の通りである。 

表 1-2 コンソーシアム各会議の概要 

会議名称 概要 

総会 

⚫ 会員を以て構成する。 
⚫ 年 1回の開催を原則とする。 
⚫ コンソーシアムの事業及び運営の基本的事項について審議し、決定

する。 

企画委員会 

⚫ コンソーシアムの執行機関として設置する。 
⚫ 総会において選任された企画委員により構成される。 
⚫ コンソーシアム全体の事業計画及び事業報告、予算及び決算、分科

会等の設置及び運営その他のコンソーシアムに関する重要事項を
審議し、決定する。 

実践分科会 
⚫ 人的資本経営の実践について議論する分科会として、設置する。 
⚫ 幹事を企画委員会委員長によって選任する。 

開示分科会 
⚫ 人的資本の情報開示の効果的な在り方について議論する分科会と

して、設置する。 
⚫ 幹事を企画委員会委員長によって選任する。 

会員と投資家との対話の場 ⚫ 会員と投資家が人的資本について対話する場として、設置する。 
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2.  コンソーシアムの運営実績 

本コンソーシアムの運営実績を以下に整理する。 

2.1  第 2期 

本コンソーシアムは、第 2回総会の開催日である 2023年 10月 3日より第 3回総会の開催日であ

る 2024年 12月 5日までを第 2期と位置づけて、活動を行った。本節では、第 2期のうち、2024年

4月 1日以降の活動について記載する。 

2.1.1  企画委員会 

コンソーシアムの執行機関として、企画委員会を 4回開催した。 

（1） 開催概要 

1） 各回概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-1 第 2期・第 3回企画委員会の開催概要 

開催日時 2024年 5月 31日（金）13時 30分～15時 30分 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 

➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川 人吾 氏 

➢ 経済産業省経済産業政策局企業会計室長 長宗 豊和 氏 

➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津 裕紀 氏 

➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎 彰 氏 

議事次第 

1．開会 
2．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
3．企業間連携の取組について 
4．討議 
5．閉会 
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表 2-2 第 2期・第 4回企画委員会の開催概要 

開催日時 2024年 8月 7日（水）15時～17時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室 

開催方法 対面及びオンラインのハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 井上 誠一郎 氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里 和之 氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎 彰 氏 

議事次第 

1．開会 
2．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
3．討議 
4．閉会 

表 2-3 第 2期・第 5回企画委員会の開催概要 

開催日時 2024年 9月 20日（金）10時～12時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室 

開催方法 対面及びオンラインのハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 井上 誠一郎 氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里 和之 氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎 彰 氏 

議事次第 

1．開会 
2．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
3．討議 
4．閉会 

表 2-4 第 2期・第 6回企画委員会の開催概要 

開催日時 2024年 11月 6日（水）10時 30分～12時 

開催場所 経済産業省本館 17階 第 2特別会議室 

開催方法 対面及びオンラインのハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 井上 誠一郎 氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里 和之 氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎 彰 氏（オンライン参加） 

議事次第 

1．開会 
2．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
3．討議 
4．閉会 
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（2） 討議における主な論点 

各回の討議における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-5 第 2期・第 3回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 今後のコンソーシアム全体運営 
➢ 全体の活動スケジュール、人的資本経営に関する調査の内容等について。 

⚫ 人的資本経営に関する調査について 
➢ 調査結果を踏まえ、コンソーシアムの活動において注力すべき項目について。 
➢ 絞り込んだ項目において、どのような事例や論点を分科会において議論すべきか。 
➢ この他、当初の調査仮説に関連して、コンソーシアムの活動で掘り下げるべき点はあるか。 

表 2-6 第 2期・第 4回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 第 3期の活動方針 
➢ 【全体】 第 3期コンソーシアムが重点的に果たすべき役割は何か。 
➢ 【論点】 残された課題と第 3期で扱うべき論点は何か。 
➢ 【活動】 上記を踏まえて、コンソーシアムで実施していくべき活動は何か。 

⚫ 第 3期以降の活動方針 

表 2-7 第 2期・第 5回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 第 3回総会について 
➢ アジェンダ 
➢ 成果物 

⚫ 第 3期の活動方針 
➢ 前回議論のまとめ 
➢ 事務局案 

⚫ 第 3期以降の活動方針 

表 2-8 第 2期・第 6回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 第 3回総会について 
➢ アジェンダ 
➢ 成果物 

⚫ 第 3期の活動方針 
➢ 活動目標 
➢ 活動スケジュール 
➢ 活動体制 

⚫ 総会決議事項 
⚫ 第 3期以降の活動方針 
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2.1.2  実践分科会 

人的資本経営の実践について会員と議論を深める場として、実践分科会を 3回開催した。 

（1） 開催概要 

1） 各回概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-9 第 2期・第 2回実践分科会の開催概要 

開催日時 2024年 6月 20日（木）16時～18時 30分 

開催場所 経済産業省本館地下 2階 講堂 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤会長 
➢ 実践分科会幹事 
➢ 有識者 
➢ 投資家 
➢ その他会員 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 

テーマ 「リスキリング・学び直しの推進」「人的資本経営推進に向けた課題」 

議事次第 

1． 開会挨拶（伊藤会長） 
2． 開会挨拶（経済産業省） 
3． 事務局説明 
4． 実践分科会幹事による事例紹介 
5． 質疑応答 
6． 休憩 
7． グループごとの取組共有・意見交換 
8． 全体統括 
9． 閉会 

表 2-10 第 2期・第 3回実践分科会の開催概要 

開催日時 2024年 8月 26日（月）14時 30分～17時 

開催場所 経済産業省本館地下 2階 講堂 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤会長 
➢ 実践分科会幹事 
➢ その他会員 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里和之氏 

テーマ 「人事部門のケイパビリティ」「日本型職務給の導入に向けたポイント」 

議事次第 

1． 開会挨拶（伊藤会長） 
2． 事務局説明 
3． 実践分科会幹事による事例紹介 
4． 質疑応答 
5． 休憩 
6． グループごとの取組共有・意見交換 
7． 全体統括 
8． 閉会挨拶 
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表 2-11 第 2期・第 4回実践分科会の開催概要 

開催日時 2024年 10月 24日（木）9時～11時 30分 

開催場所 経済産業省本館 17階 第一共用会議室／オンライン配信 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤会長 
➢ 実践分科会幹事 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里和之氏 

テーマ 「多様な知・人材を活用する組織風土の改善」「取締役会の役割・体制構築」 

議事次第 

1． 開会 
2． 経済産業省 経済社会政策室説明 
3． 経済産業省 ヘルスケア産業課説明 
4． 会員企業による事例紹介 
5． 意見交換 
6． 閉会 

（2） 意見交換における主な論点 

各回の意見交換における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-12 第 2期・第 2回実践分科会 意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 事例発表等を踏まえ、どのような工夫を自社の取組に活かしたいか 
➢ 事業成長／事業転換に必要な専門性・スキルの定義 
➢ 社員のインセンティブの作り方 
➢ リスキリングにおける人事部門と事業部門との連携 
➢ リテラシーレベルから実践的なスキルへと深化させるための工夫 
➢ PDCAの回し方 等 

⚫ 高等教育機関や他社等との連携 

表 2-13 第 2期・第 3回実践分科会 実践分科会 意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 事例発表等を踏まえ、人的資本経営を実現するための人事部門や CHRO の役割はどうあるべき
か。 
➢ 人事部門の役割（人事施策の実践や経営の意思決定への関与のあり方など） 
➢ 経営層との議論における CHRO の役割 

⚫ 人的資本経営を実現するために自社の人事部門をどう変えたか。 
➢ 役割、体制、組織風土の変革 
➢ 変革の方法論 

⚫ 自社の人事部門の変革において残された課題には何があるか。また、今後どのようなアクションを
取るか。 
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表 2-14 第 2期・第 4回実践分科会 グループごとの取組共有・意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 多様な知・人材を活用する組織風土の改善 
➢ 事例発表等を踏まえ、多様な知・人材を活用することの重要性とは。 

また、具体的にどのような取組が有効と言えるか。 
（例：制度整備、組織風土改革等） 

➢ 多様な知・人材を活用する上での課題は何か。 
また、具体的にどのような取組がその改善につながるか。 

⚫ 取締役会の役割・体制構築 
➢ 人的資本経営を進める上で、取締役会が果たすべき役割とは。 

また、人的資本についてどのような議論をするべきか。 
（例：経営人材育成、経営と人事部門の連携 
社員のエンゲージメントの現状及びその向上施策等） 

⚫ 取締役会が、人的資本経営の推進役となる上での今後の課題は何か。 
➢ また、具体的にどのような取組が有効と言えるか。 
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2.1.3  開示分科会 

人的資本の情報開示の効果的な在り方について会員と議論を深める場として、開示分科会を 2 回開

催した。 

（1） 開催概要 

1） 各回概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-15 第 2期・第 3回開示分科会の開催概要 

開催日時 2024年 7月 22日（月）16時～18時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室／オンライン配信 

開催方法 対面及びオンライン配信によるハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤会長 
➢ 開示分科会幹事 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 井上 誠一郎 氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里 和之 氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課 国際会計調整室長 倉持 亘一郎 氏 

テーマ KPIの設定・現状とのギャップ把握 

議事次第 

1． 開会 
2． 事務局説明 
3． 金融庁説明 
4． 事例発表 
5． 投資家からの発表 
6． 意見交換 
7． 閉会 
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表 2-16 第 2期・第 4回開示分科会の開催概要 

開催日時 2024年 10月 10日（木）9時～11時 30分 

開催場所 経済産業省本館地下 2階 講堂 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤会長 
➢ 開示分科会幹事 
➢ その他会員 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川 人吾 氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津 裕紀 氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課国際会計調整室長  倉持 亘一郎 氏 

テーマ 
人的資本投資と経営・財務戦略とのつながり 
人的資本情報の開示の好事例の共有 

議事次第 

1． 開会挨拶 
2． 有識者による発表 
3． 事例紹介 
4． パネルディスカッション 
5． 質疑応答 
6． グループごとの意見交換 
7． 全体総括 
8． 閉会挨拶 

（2） 意見交換における主な論点 

各回の意見交換における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-17 第 2期・第 3回開示分科会 グループごとの取組共有・意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 人的資本経営の実践の取組状況や効果について、経営戦略との連動の観点から、具体的に 
どのような KPIを設定しているか。また、現状と KPIの間にギャップがあった際に、 
どのような議論を行い、対応しているか。 

⚫ こうした KPIをもとに、人的資本経営の実践の取組状況や効果を経営層や投資家に対して 
どのように説明しているか。 

⚫ 人的資本の現状とその効果について把握するために、人材情報基盤においてどのような情報を 
収集し、どう活用しているか。 

表 2-18 第 2期・第 4回開示分科会 意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 有価証券報告書、統合報告書等における開示内容について 
➢ 具体的な開示の項目や分量 
➢ 人的資本情報に関する実績値や KPIの開示内容 
➢ 社内での議論の中で開示に至らなかった項目と、その理由 

⚫ 人的資本情報と経営戦略・財務指標のつながりについて 
➢ 人的資本投資におけるインプットと効果の関係及び経営・財務戦略と連動した説明 
➢ 開示における上記の示し方 

⚫ 投資家とのコミュニケーションについて 
➢ 投資家からのフィードバック内容と、これを受けた社内での対応・改善など 
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2.1.4  会員と投資家の対話の場 

会員が、自社の「人的資本経営」に焦点を当てて投資家に説明し、意見交換を通して経営戦略と人材

戦略の連動性を高めるための場として、会員と投資家との対話の場を 5回実施した。 

（1） 開催概要 

会員と投資家との対話の場の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-19 第 2期・第 1回会員と投資家との対話の場の開催概要 

開催日時 2024年 4月 12日（金）15時～17時 

開催場所 経済産業省本館 17階 第 2特別会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 参加企業 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川 人吾 氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長  島津 裕紀 氏 

ねらい 
実践や開示に向けた検討過程で生じた疑問や課題等について、投資家と意見交換
を行い、自社の人的資本経営の実践及び開示に活かす。 

議事次第 
1．開会 
2．会員と投資家との対話の場 
3．閉会 

表 2-20 第 2期・第 2回会員と投資家との対話の場の開催概要 

開催日時 2024年 6月 6日（木）15時～17時 

開催場所 経済産業省別館 11階 1111会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 参加企業 
➢ 投資家 
➢ 経済産業政策局産業人材課長  島津 裕紀 氏 

ねらい 第 1回と同様 

議事次第 第 1回と同様 

表 2-21 第 2期・第 3回会員と投資家との対話の場の開催概要 

開催日時 2024年 9月 5日（木）13時～15時 

開催場所 経済産業省本館 17階 第 2特別会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 参加企業 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 井上 誠一郎 氏 

ねらい 第 1回と同様 

議事次第 第 1回と同様 
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表 2-22 第 2期・第 4回会員と投資家との対話の場の開催概要 

開催日時 2024年 9月 26日（木）15時～17時 

開催場所 経済産業省本館 17階 第 2特別会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 参加企業 
➢ 投資家 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里 和之 氏 

ねらい 第 1回と同様 

議事次第 第 1回と同様 

表 2-23 第 2期・第 5回会員と投資家との対話の場の開催概要 

開催日時 2024年 11月 1日（金）10時 5分～12時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 参加企業 
➢ 投資家 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里 和之 氏 

ねらい 第 1回と同様 

議事次第 第 1回と同様 
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2.2  第 2期の主な活動成果 

第 2期の本コンソーシアムの主な活動成果として、以下の 2つを記載する。 

2.2.1  会員に対する調査 

本コンソーシアムでは、人的資本経営の実践や開示の実態を把握し、また、今後の人的資本経営の進

展のための課題を特定すべく、会員に対して調査を行った。調査結果については、回答した会員に対し

てフィードバックレポートの作成と共有を行った。 

表 2-24 調査概要 

調査目的 
令和 4年 5月に経済産業省が公表した「人的資本経営に関する調査」との進捗状況
の比較を行うとともに、調査により特定された課題やその解決策についてコンソー
シアム内での議論を行い、解決策を示唆する好事例等と併せて発信する。 

調査対象 人的資本経営コンソーシアム会員企業の CEO ・ CHROをはじめとする経営層 

調査方法 WEBアンケートフォームへの回答（URLを会員サイトに掲載） 

調査期間 令和 6年 2月 16日（金）～4月 26日（金） 

回答数 261件（会員 579者中 ※2024年 3月 26日時点） 

調査内容 

1.企業情報に関する設問 
2.人的資本経営の実現に向けた経営陣のアクションの現状に関する調査  
①企業理念、企業の存在意義、経営戦略の明確化に関する取組状況 
②経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行 
③CHROの設置・選任、経営トップ 5Cの連携状況等 
④積極的な発信・対話 
⑤①～④に関する具体的な取組状況や課題認識 

3.人的資本経営の実現に向けた取締役会のアクションの現状に関する調査 

（1） 調査の分析結果 

分析結果については、以下の通りである。 

表 2-25 調査結果の概要 

2022年調査
と 2024年調
査の比較 

⚫ 2022 年に経済産業省が行った「人的資本経営に関する調査」では、人的資本経
営の進捗状況に関して、経営陣及び取締役が果たすべきアクションと人的資本経
営の取組（3 つの視点・5 つの共通要素）の進捗度合いを 6 段階で評価する設問
を設けている。 

⚫ 今回実施した調査においても同様の構成とした。 
⚫ 調査の結果を図 2-1、図 2-2の通りヒートマップにより可視化した。 
※ヒートマップは、調査回答全企業における各設問の平均値から小数点以下を切
り捨て、スコア 1～6（数値が大きいほど進捗度合いは高い）で表現した。 
※なお、2022 年調査と 2024 年調査では、調査対象企業が必ずしも一致しな
いことに留意。 

結果の概要 

⚫ 2022 年調査と比較し、全ての項目においてスコアが「高い」か「同じ」であり、日
本企業の人的資本経営には進展が見られた。 

⚫ 2024 年調査において、6 段階中のスコア 2（重要性を認識／議論はしているが
対応策を未検討）は、いずれの項目でも見られなかった。 

⚫ 6 段階中のスコア 5（対応策を実行し、その結果を踏まえ必要な見直しを実施）、
スコア 6（実行した結果、成果創出に明確に寄与）は、いずれの項目でも見られな
かった（2022年調査でも同様であった）。 
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図 2-1 ヒートマップ（2022年調査結果の概況） 
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表 2-26 前回調査からスコアが向上した項目 

 前回調査でスコア「2」 
➡ 今回調査でスコア「3」に向上した項目 

前回調査でスコア「3」 
➡ 今回調査でスコア「4」に向上した項目 

経営陣 経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行 
⚫ 投資対効果の把握 
⚫ 人材ポートフォリオの定義 
⚫ 必要な人材の要件定義 
⚫ 適時適量な配置・獲得 

経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行 
⚫ 経営戦略との連動 
⚫ 重要な人材課題の特定 
⚫ 企業文化の醸成 
⚫ リスキルの機会提供 
⚫ 自律的なキャリア構築の支援 
⚫ 多様な働き方の環境整備 

CHROの設置・専任、経営トップの密接な
連携 
⚫ 投資家との対話 

CHROの設置・専任、経営トップの密接な
連携 
⚫ 経営トップの連携 
⚫ 従業員との対話 

取締役会 ⚫ 取締役会の役割の明確化 
⚫ 経営人材育成の監督 

－ 

表 2-27 前回調査からスコアに変化がなかった項目 

 前回・今回調査ともに 
スコア「3」であった項目 

前回・今回調査ともに 
スコア「4」であった項目 

経営陣 経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行 
⚫ KPI設定・現状とのギャップ把握 
⚫ 多様な価値観の取り込み 
⚫ 経営陣のリスキル 
⚫ 多様な就業機会の提供 

企業理念、企業存在意義や経営戦略の明確
化 
⚫ 企業理念の明確化 
⚫ 経営戦略の明確化 
⚫ 施策・時間軸の具体化 
⚫ 経営陣の責務の明確化 

CHROの設置・専任、経営トップの密接な
連携 
⚫ CHROの設置 
⚫ 人事部門のケイパビリティ向上 

－ 

取締役会 ⚫ 人材戦略を議論する取締役会の体制
構築 

⚫ 人材戦略についての議論・監督 
⚫ 後継者計画の監督 

－ 

（2） 回答会員へのフィードバックレポートの作成 

本調査に回答を行った会員に対しては、回答結果から自社の人的資本経営の現在地を整理した

フィードバックレポートを作成、送付した。 
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2.2.2  事例集の作成 

日本企業における人的資本経営の実践及び開示の取組を加速していくため、 当コンソーシアムの会

員における先進事例の取組内容や工夫等をまとめた好事例集（『人的資本経営の現状・課題とトップラ

ンナーたちの取組』）の作成を補助した。 

第 1部では、当コンソーシアム内で行った会員に対する調査結果（2.2.1 参照）を掲載した。 

第 2 部では、調査により明らかとなった日本企業の課題について、先進企業の取組や当コンソーシア

ム内の議論を取りまとめた。 

第 3 部では、各社が人的資本経営を推進する上で共通して取り組むべきと考えられる 「経営戦略と

人材戦略の連動」「リスキリング・学び直し」「多様な経験・知の活用」「人的資本情報の開示」の 4 つの

テーマについて、先進企業の事例を取りまとめた。 

好事例集の概要は、以下の通りである。 

表 2-28 『人的資本経営の現状・課題とトップランナーたちの取組』 目次 

目次 

⚫ 「人的資本経営の現状・課題とトップランナーたちの取組」の発行に寄せて 
⚫ はじめに 

➢ 企業経営における人的資本の重要性 
➢ 人的資本経営とは 
➢ 人的資本経営の動向 
➢ 人的資本経営コンソーシアム 
➢ 本レポートについて 

⚫ 第 1部 人的資本経営に関する調査について 
⚫ 第 2部 調査から浮かび上がった課題と対応策 

➢ 課題①：取締役会の役割 
➢ 課題②：KPI設定・現状とのギャップ把握 
➢ 課題③：人事部門のケイパビリティ 

⚫ 第 3部 人的資本経営の進展に向けたトップランナーの取組 
⚫ おわりに 
⚫ 2024年「人的資本経営に関する調査」設問一覧 
⚫ 事例一覧 
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表 2-29 『人的資本経営の現状・課題とトップランナーたちの取組』掲載企業一覧 

 企業名（掲載順） 掲載事例の概要 

第 2部 アステラス製薬株式会社 ⚫ 取締役会は組織健全性目標の実現にコミット 
⚫ 主要な議論テーマは、エンゲージメントスコアや 

経営候補人材の育成状況 

出光興産株式会社 ⚫ 人的資本経営における取締役会の役割 
⚫ サクセッションプランの上程は 3段階で実施 

セイコーエプソン株式会社 ⚫ 「強化領域への重点配置」「人材育成強化」「組織活性
化」が 
人材戦略の軸 

⚫ As Is - To Be ギャップ解消のため、あるべきスキ
ル・知識・行動特性を整理 

⚫ 3 つの人材戦略に従い情報を開示。過去実績も開示
し、 
取組の進展を示す 

⚫ 「エプソンらしさ」「エプソンの強みを活かすには？」が 
検討の発端 

⚫ 投資家との対話により、人材戦略・人事施策と開示内
容をアップデート 

日清食品ホールディングス
株式会社 

⚫ 人的資本に対する考え方を整理し、人事部門の役割を 
再定義 

⚫ グループビジョンの実現を支える組織ポリシー 
⚫ 組織人材ポリシーの実現度合いを測る KPIを整備 

日本電信電話株式会社 ⚫ 従業員体験の強化を核とした人材戦略 
⚫ 人材戦略に沿った KPI・アウトカムの整理 
⚫ 人事・経営企画・財務・IR 部門が連携してストーリー性

のある開示を推進 
⚫ コングロマリット企業だからこその悩みと対応 

株式会社日立製作所 ⚫ 事業構造の変化により、組織・人材の在り方が大きく
変化 

⚫ 経営戦略の実現を支える、人事戦略及び KPIの設定 
⚫ 人的資本情報の開示に関わる媒体の使い分け 
⚫ 人的資本経営の実践に向けた CHRO のコミュニケー

ション 

三井住友トラストグループ
株式会社 

⚫ 社員のWell-beingを基軸とした人的資本戦略 
⚫ 人的資本戦略のストーリーに沿った KPI を設定し、経

営主導で管理 
⚫ 透明性の高い詳細な情報開示 
⚫ ストーリーを持った開示に対する投資家の反応は良好 

日本電気株式会社 ⚫ 人事部門は、制度の守人から変革のドライバーに 
⚫ ジョブ型により経営と人事の同期化を実現 
⚫ コーポレートガバナンス改革：指名委員会等設置会社

へ移行 
⚫ 現場部門のカルチャー変革を三位一体の体制で推進 
⚫ 専門人材育成のための人事体制を構築 

株式会社ベネッセ 
ホールディングス 

⚫ 変革に向けた3つの課題と5つのアクションプランを
整理 

⚫ 人的資本経営の推進に向け、CHRO を設置し、KPI
を設定 

⚫ 社員のリスキリングと人材最適化を推し進めるジョブ
型人事制度導入 

⚫ 育成に向け職種ごとに要員数×スキルレベルを最適
化 

⚫ 人事部門の役割も事業部門の「支援」から「併走・推
進」に 

第 3部 株式会社荏原製作所 ⚫ 2030 年にありたい姿へ向けて、全社最適の人材戦
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 企業名（掲載順） 掲載事例の概要 

略を 
推進 

⚫ 経営戦略との連動性が高い「対面市場」別の組織に移
行 

⚫ CHROを頂点とし、オフィスの組織機能 
⚫ 人的資本経営の中核たる「技術元素表」 
⚫ 人事施策ごとに KPIを設定し、進捗を管理 

日揮ホールディングス 
株式会社 

⚫ 経営戦略を推進するための「船中八策」 
⚫ 「船中八策」の核となる人材ポートフォリオの充足 
⚫ 人材育成戦略における「四重奏」 
⚫ パーパスを活用したエンゲージメント活用施策 
⚫ HRO会議を中心とする強力な推進体制 

株式会社メルカリ ⚫ 多様性に基づく、3つの人材戦略 
⚫ ミッションの実現に向けた 3つのバリュー 
⚫ バリューを発揮した人に報いる報酬制度 
⚫ 多様な社員が Go Boldに働き続けるための支援 
⚫ 男女間賃金格差と是正アクション 

中外製薬株式会社 ⚫ 成長戦略「TOP I 2030」実現に向けた3つの人材戦
略 

⚫ ジョブ型人事の導入による自律的キャリア形成の支援 
⚫ 社員の自律的学びを支える仕組みづくり 
⚫ 社員の学び直しを複層的に支援 

富士通株式会社 ⚫ 事業変革に向けた人材ポートフォリオの策定とリスキ
リング計画 

⚫ 事業の核となるDX人材の充足に向けたリスキリング
プラン 

⚫ 社員のキャリア自律を前提としたリスキリング制度 
⚫ 特定領域における大学との連携 

アステラス製薬株式会社 ⚫ 多様性こそが創造性の柱 
⚫ 属性にとらわれない、グローバル規模での適所適材 
⚫ 地域ごとにカスタマイズしたダイバーシティの取組 
⚫ 女性経営者育成への取組 

出光興産株式会社 ⚫ 多様な人材の活躍により“3つの壁”の打破をねらう 
⚫ 経営が推進する DE&I改革 
⚫ 広範な視野を育む多様なキャリア機会の提供 
⚫ 生成 AIを活用した活躍機会の創出 

大成建設株式会社 ⚫ 人手不足の中で「働きがい」「働きやすさ」を追求 
⚫ 「男性を巻き込む」「社員を巻き込む」DE＆I施策 
⚫ 社員の声から生まれた仕事と介護の両立支援に関す

る取組 

SCSK株式会社 ⚫ 「人事制度・人材育成」と「Well-Being 経営」の両輪
で進める人材戦略 

⚫ 有価証券報告書と統合報告書で人的資本経営の実態
を語る 

⚫ ストーリー性を重視した開示により投資家の評価も高
まる 

株式会社北國フィナンシャ
ルホールディングス 

⚫ 地域のクオリティ向上に向けた人材基盤作りに取り組
む 

⚫ 26頁にわたり人的資本情報を開示 
⚫ 採用・育成・活躍・輩出のフレームワークで情報を開示 
⚫ 経営戦略と連動した人材戦略の歩みを時系列に沿っ

て開示 
⚫ 投資家との対話を通じて、人材戦略とその開示に不断

のアップデート 
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図 2-3 『人的資本経営の現状・課題とトップランナーたちの取組』紙面 

（2024年「人的資本経営に関する調査」の概要） 
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2024年「人的資本経営に関する調査」の概要

日本企業の人的資本経営の進捗及びその課題を把握するため、2024年「人的資本経営に関する

調査」を実施した。

実施概要

◼ 実施期間 2024年2月16日～4月26日

◼ 調査対象 人的資本経営コンソーシアム会員企業のCEO・CHROをはじめとする経営層

◼ 調査内容 「人材版伊藤レポート」に示されている、経営陣及び取締役が果たすべき

アクションと人的資本経営の取組（3つの視点・5つの共通要素）の進捗、課題認識

◼ 回答数 261件（会員579者中。※2024年3月26日時点）

◼ 調査方法 回答用サイトのURLをメールでご案内し、Web上での回答を依頼

◼ 設問数 88問（うち、21問は企業の基礎情報を問う設問）

0.4%

0.4%

4.2%

40.0%

2.7%

12.6%

6.1%

14.1%

2.3%

17.2%

水産・農林業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス業

運輸・情報通信業

商業

金融・保険業

不動産業

サービス業

n=261

図10. 回答企業の業種分布

70.9%

3.1%

1.1%

1.5%

21.8%

1.9%

東証プライム市場

東証スタンダード市場

東証グロース市場

海外市場

上場していない

その他

n=261

図11. 回答企業の上場区分分布

15.7%

8.8%

34.4%

15.3%

25.7%

500人未満

500人以上1,000人未満

1,000人以上5,000人未満

5,000人以上10,000人未満

10,000人以上

n=261

図12. 回答企業の従業員数分布
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図 2-4 『人的資本経営の現状・課題とトップランナーたちの取組』紙面（企業事例） 
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東京都中央区:本社所在地

製造業:業種

医薬品の製造・販売及び輸出入:事業内容

103,001百万円 （2024年3月期末時点）:売上収益

14,754名 （2024年3月期末時点、連結ベース）:従業員数

67.4%（2024年3月期末時点）:従業員の海外比率

取締役会は組織健全性目標の実現にコミット

事例 01 アステラス製薬株式会社

29

アステラス製薬では、「経営計画2021」において「組

織健全性目標」を整備した。これは、同社が経営戦略を達

成するために、組織のポテンシャルを最大限に引き出し実

行力とイノベーションを生み出すための社内環境の構築に

向けた3つの目標である。

①果敢なチャレンジで大きな成果を追求

適切なリスクを取ることができるよう社員に権限が与え

られるとともに、成果を追求し、イノベーションに注力で

きる環境を構築します。

②人材とリーダーシップの活躍

目的を持った人材マネジメントと、一貫したリーダー

シップスタイルにより、望ましいマインドセットと行動が

促進される環境を構築します。

③One Astellasで高みを目指す

共通の目標を達成するために社員が効果的に協働し、組

織的に力強く戦略を推進する環境を構築します。

取締役会は、経営の基本方針、経営戦略等を決定し、業

務執行の監督機能を果たすことで、経営の透明性及び妥当

性を確保している。人的資本についても取締役会は、組織

健全性目標の策定及び達成に責任を持つ。取締役会では、

エンゲージメントの指標や経営候補人材の育成状況を議論

し、組織健全性目標の実効性を担保している。

主要な議論テーマは、エンゲージメントスコアや経営候補人材の育成状況

組織健全性目標の達成状況に取締役会がコミットするた

め、役員報酬の算定指標に、エンゲージメントスコアなど

の人的資本に関する指標を設定する。特に、エンゲージメ

ントスコアは取締役会において定期的にモニタリングする。

取締役会では、スコアや改善すべき項目、及びそのアク

ションプランまで議論している。

また、経営候補人材の育成状況に関する議論も主要な

テーマである。後継者の育成状況に関する議論対象は、

CEOだけでなく、CFOやCMOなどのCxOポジション全体

に及ぶ。取締役会では、各ポジションについて後継候補者

の選定状況、育成状況及び、個別の候補者に関する強み、

今後開発すべき領域、今後1年間アサインする業務などに

ついて議論を重ねる。

各ポジションの後継者人材は「Emergency（現任者の離

職等、緊急時の暫定的な後任者）」「Next（数年先までを

想定した候補者）」の区分で育成状況を管理する。また、

その候補者リストにおいては、経営候補人材に求められる

要件の充足状況、現職務への適合性、離職リスク、及び想

定される育成準備完了時期について議論する。

図28. 取締役会におけるエンゲージメントに関する議論内容

（出所）人的資本経営コンソーシアム 実践分科会 同社提出資料より抜粋。
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2.3  第 3回総会 

本事業においては、2024年 12月 5日に第 3回総会を実施した。 

2.3.1  開催概要 

第 3回総会の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-30 第 3回総会開催概要 

開催日時 2０24年 12月 5日（木）14時 30分～16時 30分 

開催場所 ベルサール汐留 2FHALL／オンライン配信 

開催方法 対面及びオンライン配信によるハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 武藤 容治 経済産業大臣 
➢ 瀬戸 隆一 内閣府金融担当副大臣 
➢ 人的資本経営コンソーシアム発起人 
➢ 株式会社日本経済新聞社 中山 淳史 氏 
➢ 報道機関 
➢ 会員 

2.3.2  議事次第 

第 3回総会の議事次第と内容は、以下の通りである。 
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表 2-31 第 3回総会の議事次第と内容 

議事次第 発話者 

1. 開会挨拶 
⚫ 伊藤 邦雄 会長（人的資本経営コンソーシアム

会長 一橋大学 CFO教育研究センター長） 

2. 経済産業大臣挨拶 
⚫ 武藤 容治 氏（経済産業大臣）※ビデオメッ

セージ 

3. 産業人材政策について 
⚫ 藤木 俊光 氏（経済産業省 経済産業政策局

長） 

4. 人的資本経営コンソーシアムの活動報告と
今後の活動方針について 

⚫ 伊藤 邦雄 会長 

5. 伊藤会長及び発起人によるパネルディス
カッション 

⚫ 司会： 
➢ 伊藤 邦雄 会長 
 

⚫ パネリスト： 
➢ 磯崎 功典 氏（キリンホールディングス株

式会社 代表取締役会長 CEO） 
➢ 北村 吉弘 氏（株式会社リクルート 代表

取締役社長） 
➢ 東原 敏昭 氏（株式会社日立製作所 取締

役会長 代表執行役） 
➢ 吉田 憲一郎 氏（ソニーグループ株式会

社 取締役 代表執行役 会長 CEO） 

6. 有識者及び会員企業によるパネルディス
カッション 

⚫ 司会： 
➢ 中山 淳史 氏（株式会社日本経済新聞社 

コメンテーター） 
 

⚫ パネリスト： 
➢ 三瓶 裕喜 氏（アストナリング・アドバイ

ザー合同会社 代表） 
➢ 當麻 隆昭 氏（SCSK株式会社 代表取

締役 執行役員 社長） 
➢ 石塚 忠 氏（日揮ホールディングス株式会

社 代表取締役社長 Representative 
Director, President and COO） 

7. 閉会挨拶 ⚫ 瀬戸 隆一 氏（内閣府金融担当副大臣） 

2.3.3  写真 

第 3回総会の様子について、写真撮影を行った。以下に、撮影した写真の一部を抜粋して掲載する。 
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図 2-5 伊藤邦雄会長による開会挨拶 

 

図 2-6 武藤経済産業大臣による挨拶 
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図 2-7 藤木経済産業政策局長による、産業人材政策に関する発表 

 

 

図 2-8 伊藤会長による、人的資本経営コンソーシアムの活動報告と今後の活動方針に関する発表 
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図 2-9 伊藤会長及び発起人によるパネルディスカッション 

 

図 2-10 有識者及び会員企業によるパネルディスカッション 
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図 2-11 瀬戸内閣府金融担当副大臣による閉会挨拶 
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2.4  第 3期 

第 3回総会当日の 2０24年 12月 5日から、本コンソーシアムの第 3期がスタートした。本節では、

第 3期開始から 2０24年度末までの活動を記載する。 

2.4.1  企画委員会 

コンソーシアムの執行機関として、企画委員会を 1回開催した。 

開催概要は、以下の通りである。 

表 2-32 第 3期・第 1回企画委員会の開催概要 

開催日時 2025年 2月 12日（水）14時～15時 30分 

開催場所 経済産業省別館 7階「共創空間」会議室 

開催方法 対面及びオンラインのハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 井上誠一郎氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 今里和之氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎彰氏 

議事次第 

1．開会 
2．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
3．討議 
4．閉会 

 

主な論点は、以下の通りである。 

表 2-33 第 3期・第 1回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 今後のコンソーシアム全体運営 
⚫ 実践プログラムについて 
⚫ 地域版人的資本経営コンソーシアムについて 
⚫ 第 4期以降のコンソーシアムの在り方について 
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2.4.2  実践プログラムの募集 

第 3 期においては、「人的資本経営の定着と深化」を目的として、会員がコンソーシアムの場を活用し

て人的資本経営の実践に取り組む実践プログラムを行う。本年度は参加企業の募集を実施した。具体

的な活動は、2０25年 4月以降に開始する予定である。 

表 2-34 実践プログラムの概要 

活動目的 

⚫ 人的資本経営の定着と深化のため、コンソーシアムが選定した特定のテーマに
ついて、先進企業の取組事例を共有し、半年間の実践期間を設け各企業の取
組の進捗をフォローアップすることを通じて、企業の取組を後押しすることを
目指す。 

実践プログラム
の構成 

⚫ コンソーシアムが選定した特定のテーマについて、自社の取組を推進したい企
業をテーマごとに 10社程度集める。 

⚫ 参加企業を対象に、先進企業の取組事例の共有及び、先進企業や同じテーマ
に取り組む企業との情報交換を行い、各企業の取組を後押しする。 

⚫ 参加企業の取組は定期的にフォローアップを行い、第 3期終了時点での取組
の進捗及び、取組を通した学びを会員企業に共有し、他企業の取組を支援す
る。 

テーマ 

①動的な人材ポートフォリオ 
伊藤レポート 2．０で示されている、人的資本経営における共通要素の大きな柱の
一つは、動的な人材ポートフォリオである。ここでは、ジョブ型人事の導入や、人事
部門のケイパビリティの向上を中心に企業の課題解決に向けて取り組むことが期
待される。 
②個人・組織の活性化（従業員エンゲージメント等） 
伊藤レポート 2．０で示されている、人的資本経営における共通要素のもう一つの
柱は、個人・組織の活性化である。企画委員会での議論や、アンケートや意見交換に
おいても、特にエンゲージメントに関する関心が高く、実際に各企業において課題
も多いと想定される。ここでは、企業の理念、存在意義及び文化の浸透度合いな
ど、様々な要素が複合的に関係するため、具体的な取組と検証を繰り返していくこ
とが期待される。 
③人的資本情報の開示 
人的資本経営は実践と開示の両輪で促進されるものであり、これまでのコンソーシ
アムもこの考え方のもと活動を続けてきた。ここでは、自社の人的資本経営に関す
る実践と開示の連動を念頭におきながら取り組むことが期待される。 

参加企業の条件 

⚫ ➀～③の各テーマについて、スキルアップを目指す企業、課題を抱えている企
業 

⚫ CHRO級ヘッド、その他関係部署の担当者の参加を認める 
※開示の有無、企業規模、業種等は問わない 

スケジュール 

2025年 2月 21日～3月 31日：参加企業募集（人的資本経営コンソーシアム会
員に対して、Microsoft Formsにて参加申込を受付） 
2025年 5月（予定）：第 1回実践プログラム 
2025年 7月（予定）：第 2回実践プログラム 
2025年 11月（予定）：成果報告会 
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2.5  WEBサイトの運営 

人的資本経営コンソーシアムWEBサイト は、2022年 11月 30日に開設された。同サイトは、 

①広く一般への広報②会員への適時の情報提供を目的として、コンソーシアム非会員もアクセス可能な

「一般向けページ」と、コンソーシアム会員のみアクセス可能な「会員ページ」を中心に構成される。 

主なサイト構成は、以下の通りである。 

表 2-35 WEBサイト構成 

一般向け 
ページ 

HOME 
（トップページ） 

一般向け各ページの内容を簡単に掲載し、案内を行う。 

NEWS&EVENT NEWSと EVENTに分けて時系列順に情報を掲載している。NEWS
では、人的資本経営コンソーシアムに関連するもののうち、EVENTに
掲載されないお知らせを掲載する。EVENTでは、人的資本経営コン
ソーシアムの委員会、分科会等の開催に関するお知らせを掲載する。 

ABOUT 人的資本経営コンソーシアムの概要や構成、活動内容等を紹介する。 

MEMBER 人的資本経営コンソーシアムの会員を一覧で紹介する。 

TOPIC 人的資本経営、人的資本開示に関する資料や支援策情報を掲載する。 

CONTACT 人的資本経営の取組や、人的資本経営コンソーシアムロゴマークの利
用に関する問い合わせ先を案内する。 

プライバシー 
ポリシー 

WEBサイトのプライバシーポリシーを紹介する。 

会員向け 
ページ 

会員ページトップ 
HOMEと同様、会員向け各ページの内容を簡単に掲載し、案内を行
う。 

総会 概要や開催予定、開催結果等、総会に関する情報や資料を掲載する。 

企画委員会 
概要や開催予定、開催結果等、企画委員会に関する情報や資料を掲載
する。 

実践分科会 
概要や開催予定、開催結果等、実践分科会に関する情報や資料を掲載
する。 

開示分科会 
概要や開催予定、開催結果等、開示分科会に関する情報や資料を掲載
する。 

対話の場 
概要や開催予定、開催結果等、対話の場に関する情報や資料を掲載す
る。 

NEWS&EVENT
（会員向け） 

人的資本経営コンソーシアムの委員会、分科会等の開催に関するお知
らせ等を掲載する。 

TOPIC 
（会員向け） 

一般向け TOPICページと同様、人的資本経営、人的資本開示に関す
る資料や支援策情報を掲載する。 

会議資料 
ダウンロード 

人的資本経営コンソーシアムにて実施する各会議体の資料等を一時
的に掲載する。 

2.5.1  ロゴマークの管理 

人的資本経営コンソーシアムのロゴマークについて、利用希望者の対応・管理を実施した。ロゴマーク

の管理に際しては、経済産業省と基本的な対応方針を協議の上、会員からの申請に基づき、利用目的・

掲載箇所等が規約に即している場合にロゴマークの画像データを配布した。2０24 年 4 月 1 日から

2025年 3月 26日までのロゴマーク利用申請件数は 13件であった。 

ロゴマークの利用目的等は、一覧可能な形式にて管理し、適宜、経済産業省に共有した。 
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図 2-12 人的資本経営コンソーシアムロゴマーク 
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2.6  メールマガジンの配信 

人的資本経営コンソーシアムの活動や、人的資本経営の支援施策に関する情報の共有、分科会の資

料共有等に際して、コンソーシアム会員向けメールマガジンを活用した。 

2.7  公式 SNSでの情報発信 

人的資本経営を普及啓発するため、第 1 期に作成した当コンソーシアムの会員における先進事例の

取組内容や工夫等をまとめた好事例集の内容を抜粋し、当コンソーシアム公式 SNS（X（旧 Twitter））

で発信した。 

2.8  会員申込管理 

本コンソーシアムでは、新規入会申込受付を通年で行っている。2024 年 4 月から 2025年 2月ま

でに新規に入会した会員数は 52法人である。 
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3.  参考資料 

3.1  会員一覧 

2025年 2月 12日時点での会員数は 631。会員一覧は、以下の通りである。 

表 3-1 会員一覧（2025年 2月 12日時点） 

○法人 ※50音順 

株式会社ＩＨＩ TIS株式会社 

株式会社アイエスエフネット DIC株式会社 

ＩＳＢマーケティング株式会社 株式会社 T＆Dホールディングス 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 株式会社 DWAYS 

株式会社 iCARE DMG森精機株式会社 

一般社団法人ｉＣＤ協会 株式会社 TBM 

株式会社アイシン 帝人株式会社 

株式会社アイスタイル 株式会社データ・アプリケーション 

株式会社 ispec datag株式会社 

株式会社あいちフィナンシャルグループ テクノプロ・ホールディングス株式会社 

株式会社アイデミー 株式会社デジタルシフト 

ｉ‐ＰＲＯ株式会社 デフィデ株式会社 

株式会社 I'mbesideyou テルモ株式会社 

アイリスオーヤマ株式会社 デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー

合同会社 

株式会社アウトソーシング 株式会社デンソー 

株式会社あおぞら銀行 株式会社電通グループ 

株式会社秋田銀行 株式会社電通総研 

アクシスコンサルティング株式会社 株式会社電通デジタル 

株式会社揚羽 東亜建設工業株式会社 

AKKODiSコンサルティング株式会社 東海エンジニア株式会社 

旭化成株式会社 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会

社 

アサヒグループホールディングス株式会社 株式会社東海理化電機製作所 

朝日生命保険相互会社 東急株式会社 

味の素株式会社 株式会社東急コミュニティー 

アスエネ株式会社 東急不動産ホールディングス株式会社 

株式会社アスコット 東京応化工業株式会社 
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有限責任 あずさ監査法人 東京海上ホールディングス株式会社 

アステラス製薬株式会社 東京ガス株式会社 

アストナリング・アドバイザー合同会社 株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ 

アズビル株式会社 東京建物株式会社 

アセットマネジメント One株式会社 東京電力ホールディングス株式会社 

アデコ株式会社 東光電気工事株式会社 

株式会社アドバンテスト 株式会社東芝 

株式会社アドバンテッジリスクマネジメント 東ソー株式会社 

株式会社アトラエ 株式会社東邦銀行 

株式会社アバントグループ 東洋エンジニアリング株式会社 

アビームコンサルティング株式会社 株式会社 TOKAIホールディングス 

アフラック生命保険株式会社 ＴＯＴＯ株式会社 

アライアンス・バーンスタイン株式会社 有限責任監査法人トーマツ 

アルプスアルパイン株式会社 東レ株式会社 

株式会社アルプス物流 Ｄｒ．Ｒｉｄｅｎｔｅ株式会社 

株式会社阿波銀行 株式会社トクヤマ 

アンリツ株式会社 TOPPANホールディングス株式会社 

株式会社イーウェル 株式会社トムス 

EQIQ株式会社 株式会社豊田自動織機 

EY Japan 株式会社 豊田通商株式会社 

イオン株式会社 トランスコスモス株式会社 

株式会社池田泉州ホールディングス 株式会社ドリームホップ 

いすゞ自動車株式会社 株式会社ドントコイ 

井関農機株式会社 長島・大野・常松法律事務所 

株式会社 ITSUDATSU 株式会社中西製作所 

出光興産株式会社 株式会社名古屋銀行 

伊藤忠商事株式会社 ナミックス株式会社 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 成田国際空港株式会社 

株式会社イトーキ 南海電気鉄道株式会社 

イビデン株式会社 株式会社南都銀行 

株式会社イブキ 株式会社ニコン 

井村屋グループ株式会社 西日本鉄道株式会社 

株式会社伊予銀行 株式会社ニシヒロ 

岩城製薬株式会社 西松建設株式会社 

岩谷産業株式会社 株式会社ニチレイ 
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株式会社岩手銀行 日揮ホールディングス株式会社 

Institution for a Global Society株式会社 日工株式会社 

株式会社インソース 日産自動車株式会社 

株式会社インテージテクノスフィア 日清オイリオグループ株式会社 

インベスコ・アセット・マネジメント株式会社 日清食品ホールディングス株式会社 

株式会社 INPEX 日新電機株式会社 

株式会社ウィルグループ 日清紡ホールディングス株式会社 

株式会社ｕｎｅｒｒｙ 株式会社ニッスイ 

株式会社 AGSコンサルティング ニッセイアセットマネジメント株式会社 

AGC株式会社 日総工産株式会社 

EIZO株式会社 ニッタ株式会社 

HRガバナンス・リーダーズ株式会社 日鉄興和不動産株式会社 

HRD株式会社 日鉄ソリューションズ株式会社 

株式会社 HRデータラボ 日鉄物産株式会社 

株式会社ＨＲ Ｆｏｒｃｅ 日東電工株式会社 

HRラボ株式会社 日本ガイシ株式会社 

株式会社エイチーム 日本化薬株式会社 

株式会社 HQ 日本精工株式会社 

エイトレント株式会社 日本製鉄株式会社 

株式会社 AESCジャパン 日本ゼオン株式会社 

ANAホールディングス株式会社 日本曹達株式会社 

エーオンソリューションズジャパン株式会社 日本電気株式会社 

エーザイ株式会社 日本電信電話株式会社 

ａｕフィナンシャルホールディングス株式会社 日本特殊陶業株式会社 

江崎グリコ株式会社 日本ハム株式会社 

SAPジャパン株式会社 日本ピラー工業株式会社 

SMBCコンシューマーファイナンス株式会社 株式会社日本マンパワー 

SCSK株式会社 日本郵政株式会社 

株式会社 SBI新生銀行 日本郵船株式会社 

SBSホールディングス株式会社 日本郵便株式会社 

ヱスビー食品株式会社 株式会社ニトリホールディングス 

エッセンス株式会社 特定非営利活動法人日本ＩＴイノベーション協会 

株式会社 eduleap 日本アイ・ビー・エム株式会社 

NECキャピタルソリューション株式会社 日本紙パルプ商事株式会社 

NECソリューションイノベータ株式会社 一般財団法人日本経済研究所 
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NECネッツエスアイ株式会社 日本航空株式会社 

株式会社 NSD 日本公認会計士協会 

株式会社エヌ･エム･アール流通総研 日本信号株式会社 

NOK株式会社 株式会社日本政策投資銀行 

株式会社 NJS 公益財団法人日本生産性本部 

NTSホールディングス株式会社 日本生命保険相互会社 

株式会社 NTTドコモ 株式会社日本総合研究所 

ENEOSホールディングス株式会社 日本たばこ産業株式会社 

株式会社荏原製作所 日本調剤株式会社 

エフジェイコーポレーション合同会社 一般社団法人日本テレワーク協会 

エプソン販売株式会社 一般社団法人日本能率協会 

MS＆AD インシュアランスグループホールディン

グス株式会社 

株式会社日本能率協会マネジメントセンター 

MS&AD インターリスク総研株式会社 公益社団法人日本マーケティング協会 

エンカレッジ・テクノロジ株式会社 株式会社ニューズピックス 

エン・ジャパン株式会社 株式会社ＮＥＷＯＮＥ 

株式会社エンファクトリー 株式会社ネットラーニング 

株式会社オウケイウェイヴ ネットワンシステムズ株式会社 

株式会社大分銀行 農林中央金庫 

オーエスジー株式会社 株式会社野村総合研究所 

株式会社大阪ソーダ 野村不動産ホールディングス株式会社 

株式会社大林組 野村ホールディングス株式会社 

一般財団法人オープンバッジ・ネットワーク パーク２４株式会社 

オープンワーク株式会社 パーソルホールディングス株式会社 

株式会社ｏｋｉｃｏｍ 株式会社ハウスメイトパートナーズ 

沖電気工業株式会社 株式会社はくばく 

株式会社おきなわフィナンシャルグループ 株式会社長谷工コーポレーション 

株式会社オキュラボ 株式会社パソナ HRソリューション 

株式会社小野組 株式会社パソナグループ 

株式会社 OFFICE KITABA 株式会社八十二銀行 

株式会社 Optihealth パナソニックコネクト株式会社 

オムロン株式会社 パナソニックホールディングス株式会社 

オリックス株式会社 パナリット株式会社 

オリンパス株式会社 株式会社バランスド 

OnBoard株式会社 ハリマ化成グループ株式会社 
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一般財団法人会計教育研修機構 株式会社ＰＡＬＴＡＣ 

株式会社カインズ 株式会社パン・パシフィック・インターナショナル

ホールディングス 

花王株式会社 株式会社 handsoming 

株式会社カオナビ バンドー化学株式会社 

株式会社カクヤスグループ ビーウィズ株式会社 

カゴメ株式会社 PHCホールディングス株式会社 

カシオ計算機株式会社 ＢＳＩグループジャパン株式会社 

鹿島建設株式会社 株式会社ＢＦＴ 

株式会社学研ホールディングス ピーエムラボ合同会社 

兼松株式会社 ピー・シー・エー株式会社 

カルビー株式会社 ピースマインド株式会社 

株式会社カレントスペース PwC Japan有限責任監査法人 

川崎重工業株式会社 BDOヒューマンキャピタルマネジメント株式会社 

関西電力株式会社 東日本旅客鉄道株式会社 

株式会社関電工 BUSINESS-ALLIANCE株式会社 

株式会社かんぽ生命保険 ビジネスコーチ株式会社 

キーウェアソリューションズ株式会社 株式会社ビジネスコンサルタント 

キッコーマン株式会社 株式会社ビズリーチ 

Givin' Back株式会社 日立建機株式会社 

岐阜信用金庫 株式会社日立製作所 

特定非営利活動法人キャリアカウンセリング協会 日立造船株式会社 

九州電力株式会社 人・夢・技術グループ株式会社 

株式会社九州フィナンシャルグループ BIPROGY株式会社 

九州旅客鉄道株式会社 株式会社百五銀行 

株式会社紀陽銀行 株式会社百十四銀行 

株式会社共創経営 株式会社ヒューマン・マネジメント 

株式会社京都銀行 ヒューリック株式会社 

協和キリン株式会社 株式会社ひろぎんホールディングス 

キリンホールディングス株式会社 株式会社ファイバーゲート 

株式会社クオラス 株式会社ファンケル 

株式会社クオレ・シー・キューブ 株式会社ファンコーポレーション 

株式会社クボタ ＦＩＤＩＡ株式会社 

株式会社クラウドワークス フィデリティ投信株式会社 

株式会社クラダシ booost technologies株式会社 
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株式会社クリーク･アンド･リバー社 株式会社フォーバル 

株式会社クレスコ 株式会社福井銀行 

グローリー株式会社 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 

クロノス株式会社 株式会社ＦＵＪＩ 

株式会社群馬銀行 富士機械工業株式会社 

KHネオケム株式会社 株式会社フジクラ 

KDDI株式会社 富士通株式会社 

株式会社京葉銀行 フジッコ株式会社 

KPMGコンサルティング株式会社 株式会社フジワラテクノアート 

株式会社建設技術研究所 扶桑化学工業株式会社 

株式会社建設システム 株式会社船井総研ホールディングス 

小池コンサルティング株式会社 株式会社ブライエ 

江南ラミネート株式会社 株式会社プラスアルファ・コンサルティング 

株式会社コーエーテクモホールディングス Ｐｌｕｓ Ｗ株式会社 

株式会社コーナー プラスマン合同会社 

コーン・フェリー・ジャパン株式会社 ブラックロック・ジャパン株式会社 

コカ・コーラ ボトラーズジャパン株式会社 株式会社ブリヂストン 

株式会社国際協力銀行 株式会社フルート 

国分グループ本社株式会社 古河電気工業株式会社 

株式会社ココナラ ブルドックソース株式会社 

コスモエネルギーホールディングス株式会社 株式会社ブレインアカデミー 

コタエル HR株式会社 プレミアグループ株式会社 

株式会社コトラ 株式会社プロクレアホールディングス 

小林製薬株式会社 株式会社プロ人材機構 

株式会社小松製作所 一般社団法人プロティアン・キャリア協会 

コモンズ投信株式会社 株式会社プロネクサス 

コンクリートコーリング株式会社 フロンティア・マネジメント株式会社 

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ 株式会社ベネッセホールディングス 

株式会社サーキュレーション 株式会社ベネフィット・ワン 

株式会社サイダス 株式会社ベルシステム 24ホールディングス 

株式会社サイバーエージェント ＨＥＡＬＴＨ ＦＩＲＳＴ株式会社 

株式会社佐賀銀行 HENNGE株式会社 

サカタインクス株式会社 ポート株式会社 

さくらインターネット株式会社 株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 

サステナブル・ラボ株式会社 株式会社北洋銀行 
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株式会社Ｓａｃｃｏ 北海道電力株式会社 

サッポロホールディングス株式会社 ホッカンホールディングス株式会社 

株式会社佐藤コンサルティング 株式会社北國フィナンシャルホールディングス 

サトーホールディングス株式会社 本田技研工業株式会社 

サニーキャリア合同会社 株式会社ホンプロ 

株式会社山陰合同銀行 マーサージャパン株式会社 

株式会社サンウェル マツダ株式会社 

株式会社三栄コーポレーション 株式会社丸井グループ 

サンケン電気株式会社 マルハニチロ株式会社 

参天製薬株式会社 丸紅株式会社 

サントリー食品インターナショナル株式会社 みさき投資株式会社 

サントリーホールディングス株式会社 ミサワホーム株式会社 

株式会社 C.I 美津濃株式会社 

株式会社シェアードバリュー・コーポレーション 株式会社みずほフィナンシャルグループ 

ＪＦＥシステムズ株式会社 三井化学株式会社 

株式会社 J-オイルミルズ 三井住友海上火災保険株式会社 

JBCCホールディングス株式会社 三井住友トラストグループ株式会社 

J.フロントリテイリング株式会社 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 

JPYC株式会社 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 

株式会社 JERA 三井倉庫ホールディングス株式会社 

株式会社滋賀銀行 三井物産株式会社 

株式会社シグマクシス・ホールディングス 三井不動産株式会社 

株式会社四国銀行 御津電子株式会社 

静岡鉄道株式会社 三菱化工機株式会社 

株式会社しずおかフィナンシャルグループ 三菱ケミカルグループ株式会社 

シスメックス株式会社 三菱自動車工業株式会社 

株式会社資生堂 三菱重工業株式会社 

株式会社七十七銀行 三菱商事株式会社 

シチズン時計株式会社 三菱食品株式会社 

シティグループ証券株式会社 三菱製鋼株式会社 

シナノケンシ株式会社 三菱倉庫株式会社 

株式会社 SHIFT 株式会社三菱総合研究所 

株式会社 島津製作所 三菱電機株式会社 

清水建設株式会社 三菱マテリアル株式会社 

株式会社十六フィナンシャルグループ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
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株式会社商工組合中央金庫 株式会社三菱 UFJフィナンシャルグループ 

株式会社商船三井 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

白鷺電気工業株式会社 三ツ星ベルト株式会社 

Ｔｈｉｎｋｉｎｇｓ株式会社 ミネベアミツミ株式会社 

信金中央金庫 株式会社宮崎銀行 

jinjer株式会社 株式会社ミライト・ワン 

株式会社新日本科学 株式会社ミルボン 

新明和工業株式会社 株式会社武蔵野銀行 

株式会社スカイディスク 税理士法人無十 

株式会社スキルアップ NeXt 株式会社村田製作所 

株式会社Ｓｃｈｏｏ 株式会社明光ネットワークジャパン 

スズキ株式会社 明治ホールディングス株式会社 

スター・マイカ・ホールディングス株式会社 明治安田生命保険相互会社 

スターゼン株式会社 株式会社明電舎 

株式会社スタメン 株式会社メディパルホールディングス 

株式会社 SNOPPI creation 株式会社メディン 

株式会社 SUBARU 株式会社メトセラ 

住友大阪セメント株式会社 株式会社めぶきフィナンシャルグループ 

住友化学株式会社 株式会社メルカリ 

住友ゴム工業株式会社 株式会社メンタルヘルステクノロジーズ 

住友商事株式会社 株式会社メンバーズ 

住友精化株式会社 株式会社もしも 

住友生命保険相互会社 森永製菓株式会社 

住友理工株式会社 森永乳業株式会社 

セイコーエプソン株式会社 株式会社諸岡 

セイノーホールディングス株式会社 株式会社ＹＡＺ 

セガサミーホールディングス株式会社 株式会社山形銀行 

積水化学工業株式会社 株式会社山口フィナンシャルグループ 

積水ハウス株式会社 株式会社山梨中央銀行 

セコム株式会社 ヤマハ発動機株式会社 

ＳＥＳＳＡパートナーズ株式会社 ヤンマーホールディングス株式会社 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 株式会社 UACJ 

株式会社セブン銀行 株式会社ユー・エス・イー 

セルソース株式会社 株式会社ユーグレナ 

株式会社セルム 株式会社ユーザベース 
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セレクションアンドバリエーション株式会社 株式会社ゆうちょ銀行 

株式会社セレブレイン UBE株式会社 

全国社会保険労務士会連合会 雪印メグミルク株式会社 

株式会社センターボード ユニ・チャーム株式会社 

双日株式会社 ユニバーサルマテリアルズインキュベーター株式会

社 

ソニー・ホンダモビリティ株式会社 Unipos株式会社 

ソニーグループ株式会社 ライオン株式会社 

ソフトバンク株式会社 株式会社ライズ・コンサルティング・グループ 

SOLIZE株式会社 株式会社ラキール 

株式会社ソレイユ・マネジメント・ソリューションズ 楽天グループ株式会社 

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社 株式会社ラフール 

Dialogue for Everyone株式会社 株式会社リーディングマーク 

第一稀元素化学工業株式会社 株式会社リードクリエイト 

第一工業製薬株式会社 株式会社 LIXIL 

第一三共株式会社 株式会社リクルート 

第一生命ホールディングス株式会社 株式会社リコー 

大王製紙株式会社 リコーリース株式会社 

株式会社大氣社 りそなアセットマネジメント株式会社 

ダイキン工業株式会社 株式会社りそなホールディングス 

株式会社大光銀行 リゾリュートジャパン合同会社 

株式会社第四北越銀行 学校法人立命館 

大成建設株式会社 株式会社リブリッジ 

株式会社ダイセル 株式会社琉球銀行 

大東建託株式会社 リョービ株式会社 

株式会社ダイナム Relation Shift株式会社 

大日本印刷株式会社 ＲＥＬＡＴＩＯＮＳ株式会社 

太平洋セメント株式会社 株式会社リンクアンドモチベーション 

大和アセットマネジメント株式会社 株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ 

株式会社大和証券グループ本社 一般社団法人臨床医工情報学コンソーシアム関西 

大和ハウス工業株式会社 Ｌｕｖｉｒ Ｃｏｎｓｕｌｔｉｎｇ株式会社 

株式会社大和ファンド・コンサルティング ルネサスエレクトロニクス株式会社 

高砂熱学工業株式会社 株式会社ルネサンス 

株式会社ＴＡＫＡＲＡ＆ＣＯＭＰＡＮＹ 株式会社レアジョブ 

株式会社竹中工務店 株式会社レイヤーズ・コンサルティング 
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株式会社千葉銀行 株式会社レヴィ 

株式会社千葉興業銀行 株式会社レオパレス 21 

中外製薬株式会社 レシップホールディングス株式会社 

株式会社中国銀行 株式会社レゾナック・ホールディングス 

中国電力株式会社 株式会社ローソン 

中部電力株式会社 株式会社ロータスルート 

千代田化工建設株式会社 ロート製薬株式会社 

株式会社筑波銀行 ローム株式会社 

都築電気株式会社 ロジザード株式会社 

ツナグ社会保険労務士法人 株式会社ワークシフト研究所 

株式会社ツムラ 株式会社Works Human Intelligence 

株式会社ツルハホールディングス ワークデイ株式会社 

  

○有識者 

高倉&Company合同会社 共同代表 髙倉 千春 

 

計 631（2025年 2月 12日時点） 
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3.2  事例集 『人的資本経営の現状・課題とトップランナーたちの取組』 
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